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研究成果の概要（和文）：本研究は、国連国際法委員会（ILC）において審議が行われている「人道に対する犯
罪」の条約化の試みの理論的・実践的意義と課題を検討することを目的とした。毎年提出されるILC報告書を検
討し、その成果をDraft Comment on Crimes against Humanity にまとめて、日本選出のILC委員である村瀬教授
を通じて、ILCでの審議において問題提起や提言を行った。並行して、ILCの議論を通じて提起される各論点を理
論的に深化・発展させる作業を行い、その成果を論文や学会報告の形で発信した。

研究成果の概要（英文）：This project aimed at critically analysing the International Law 
Commission’s works on the codification of crimes against humanity, thereby assessing the 
implication of codification within the system of international criminal law. Each year’s research 
outcome has been compiled into a “Draft Comment on Crimes against Humanity”, and introduced into 
the proceedings in the ILC through Professor Murase, the Japanese commissioner of the ILC. Overall, 
this project has contributed to leading the discussion in the Japanese scholarship as well as to 
adding critical viewpoint to the western-led discussions on the ILC’s codification efforts. This 
project also presented a model of bridging between theory and practice.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の意義として、第1に、これまで国内で注目されていなかった「人道に対する犯罪」の条約化についての
議論を先導し、かつ国外の議論に見られなかった条約に対する批判的な視座を提供したという学術的意義に加
え、第2に、その研究成果を、ILCの審議に反映させることで、理論と実践の架橋を行ったという社会的意義が挙
げられる。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 「人道に対する犯罪 (crime against humanity)」とは、主としてナチスドイツによるユダヤ
人迫害を念頭に、第二次世界大戦後の国際軍事裁判所の事項的管轄権の対象となった犯罪であ
る。同犯罪はその後、各国の国内法にも受容され、また多くの国際刑事裁判所の対象犯罪とさ
れてきた。さらに、1998年に常設の国際刑事裁判所（ICC）が設立された際には、国際社会の
最も重大な犯罪（コア・クライム）として、その事項管轄権の対象に含められている（ローマ
規程第 5条 b）。 
 ところで、同じコア・クライムである集団殺害犯罪や戦争犯罪については、それらを規律す
る多数国間条約が締結されているところ、人道に対する罪については同様の条約は締結されて
こなかった。しかし 2014 年に国連国際法委員会（ILC）が同犯罪を議題として取り上げ、特
別報告者に任命された米国のマーフィ委員により 2015 年に第 1 報告書が出されると、条約締
結を見据えた議論が活性化することになった。もっともその多くが国外の議論で、しかも条約
化のメリットを強調するものが多く、条約化の当否を含めて批判的に検討する研究は、国内外
でほとんど見られない状況にあった。 
 
２．研究の目的 
 上記の状況を踏まえて、本研究は、「人道に対する犯罪」に関する多数国間条約締結の試みの
意義と課題を多角的に検討し、それが国際刑事法に与える影響を考察することを目的とした。 
 なお、ILCにおいては作業が進行中であり、かつILCにおいて条約案が採択されたとしても、
それが実際に条約として締結されるか否かは、国家の政治判断に左右されることになる。した
がって、本研究では、条約作成や条約締結の当否のみを検討することを目的とするわけではな
い。むしろ、一方では、「人道に対する犯罪」の条約化と冷戦後に発達してきた国際刑事管轄権、
特に ICCの枠組みとの関係を検討し、他方では、条約化が国家間の司法共助に与えうる影響な
どを検討することで、垂直性と水平性が交錯する国際刑事法体系全体に、条約化が与えるイン
パクトを考察しようとするものである。こうした検討を通じて、国外の学会主導で進められて
きた議論に新たな視座を付け加えることができ、また日本国内の議論の活性化にもつながると
考えた。 
 
３．研究の方法 
 研究代表者および研究分担者は、これまで国際刑事法の様々な分野について研究を行ってき
ており、また日本選出の ILC 委員である村瀬信也教授から、折に触れて学ぶ機会を得ているこ
とから、以下のような研究手法をとることとした。 
 第 1 に、研究期間と並行して毎年 ILC において提出される予定である報告書を詳細に検討す
る。検討においては、研究代表者・分担者がそれぞれの知見を活かして逐条検討を行うととも
に、その成果を村瀬教授・ILC 委員と議論・共有し、ILC における発言に取り入れてもらい、ILC
での審議に反映してもらう。さらに、研究代表者・分担者が ILC の審議を傍聴することで、ILC
での議論状況を本研究グループへ還元し、次の検討へとつなげる。 
第 2 に、ILC における議論を通じて提起される論点を、国際刑事法学の理論と実践の中に位置
づけるための検討作業を行う。具体的には、①「人道に対する犯罪」概念の歴史的展開の整理、
②各国の国内法における「人道に対する犯罪」の受容の現状分析、③国際刑事法分野における
国家間協力の態様に照らした条約化の意義と限界の検討、④条約化が ICC 体制に与える影響の
考察といった作業を行う。検討成果を、定期的に開催する研究会を通じて共有し、学会や論文
公表を通じた発信を行う。 
 
４．研究成果 
 3 年間の研究期間を通じて得られた成果は以下の通りである。 
 第 1に、研究期間を通じて、毎年 ILC の報告書を詳細に検討し、その成果を「Draft Comment 
on Crimes against Humanity」にまとめてきた。同ペーパーは ILC の毎年の審議において、村
瀬委員によって取り上げられ、同条文草案の起草過程に反映されてきている。とりわけ、第二
報告書の検討を通じて、人道に対する犯罪が組織的に実行されるという点を指摘し、組織犯罪
処罰を回避する ILC の方針の妥当性に疑問を呈したところ、これを受けて、ILC において方針
転換がなされ、組織犯罪処罰が正式に取り上げられることになった。さらに、第三報告書の検
討を通じて、人道に対する犯罪を行った者には公的資格とは無関係に免除を認めてはならない
ことを指摘・提言したが、この提言は ILC の審議において真摯に受け止められ、第一読条文草
案第 6条 5項として暫定採択されるに至っている。 
 第 2 に、ILC の議論を通じて提起される各論点を、国際刑事法の理論と実践に照らしてさら
に深化・発展させる作業を行い、それらの成果を逐次論文として公表してきている。主なもの
として、①人道に対する犯罪の歴史的な展開については、竹村仁美「人道に対する犯罪の法典
化の系譜」『法律時報』90巻 10 号、②国際刑事裁判権という垂直的な秩序をめぐる問題につい
ては、洪恵子「国際刑事裁判所の新たな課題」『法律時報』90巻 10 号、竹村仁美「国際刑事裁
判所規程制度の実効的実現のための訴追戦略と国家の義務」『国際法研究』6巻、竹内真理「国
際刑事裁判所規程―理念と現実の交錯」『法学教室』434 号が、③国家間の水平的秩序における
国際犯罪処罰をめぐる問題については、坂巻静佳「政府職員の外国の刑事裁判権からの免除」



『法律時報』90 巻 10 号が、④条約化が国際法体系全体において果たしうる役割については、
Masayuki Hiromi, "The Function of Peace Treaties under Contemporary International Law", 
Sophia Law Review（上智法学論集）, Vol. 62 Nos. 1/2 がある。これら研究成果は、研究会
を通じて ILC 報告書の検討にも還元されている。 
 第 3に、ILC が 2017 年に「人道に対する犯罪」第一読条文草案を暫定採択したのを受け、そ
の総括の意味も込めて、研究最終年度にあたる 2018 年度の国際法学会において、研究代表者・
洪恵子を企画責任者として、パネル「国連国際法委員会『人道に対する犯罪』条文草案が国際
刑事法に与える影響」を開いた。研究分担者・坂巻静佳、広見正行が、それぞれ「国際刑事法
体系における『人道に対する犯罪』条文草案の歴史的意義」、「『人道に対する犯罪』条文草案に
おける政府職員の刑事管轄権からの免除と恩赦」と題する報告を行ない、研究成果を学会にお
いて広く共有することができた。同学会においてはまた、研究分担者・竹村仁美が「Inconvenient 
Truths about the Identification of Customary International Law in International Criminal 
Law」と題する報告を行い、研究成果の英語発信を行った。 
 以上の成果は、研究代表者・分担者がそれぞれの専門分野において理論的考察を深め、対外
発信を行うことで、これまで国内で注目されていなかった「人道に対する犯罪」の条約化につ
いての議論を先導し、かつ国外の議論に見られなかった条約に対する批判的な視座を提供した
という学術的意義を有する。さらに、国連総会の補助機関として法典化作業に従事する ILC に
対して、学術的見地から提言・問題提起を行うことで、社会的な貢献も果たしており、国際法
分野において、理論と実践の架橋を行うための先駆的なモデルを提示しえたといえる。 
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